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こ
の
度
の
震
災
に
よ
る
建
物
へ

の
被
害
の
程
度
を
判
定
す
る
「
建

物
被
害
認
定
調
査
」
を
開
始
し
ま

2

し
た
。
税
の
減
免
や
各
種
支
援
策

の
推
進
を
図
る
た
め
の
重
要
な
調

査
で
す
。

　
巡
回
調
査
の
際
に
は
、
建
物
の

被
害
状
況
を
確
認
す
る
た
め
、
私

有
地
内
に
立
ち
入
る
場
合
が
あ
り

ま
す
の
で
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を

お
願
い
し
ま
す
。

　
ま
た
、
調
査
を
希
望
す
る
方
は
、

す
。
全
壊
・
半
壊
の
確
認
は
、
り

災
証
明
に
よ
り
、
水
道
部
で
行
い

ま
す
（
手
続
き
の
必
要
は
あ
り
ま

せ
ん
）
。
り
災
証
明
に
よ
る
確
認

が
遅
れ
た
場
合
、
そ
の
額
を
後
日

還
付
し
ま
す
。

《
一
部
損
壊
お
よ
び
市
内
全
世
帯
》

　
震
災
日
（
３
月
11
日
）
を
含
ん

だ
１
か
月
分
（
３
月
使
用
分
）
を

免
除
し
ま
す
（
手
続
き
の
必
要
は

あ
り
ま
せ
ん
）
。

《
漏
水
に
よ
る
減
免
》

　
漏
水
に
よ
る
料
金
の
減
免
は
、

手
続
き
が
必
要
で
す
。
申
請
書
の

提
出
を
お
願
い
し
ま
す
。

※
3
月
請
求
分
（
１
・
２
月
使
用

分
）
は
４
月
中
旬
に
発
送
し
、
納

入
期
限
は
５
月
末
日
と
な
り
ま
す
。

　
口
座
振
替
の
方
は
、
４
月
25
日

で
す
。
な
お
、
４
・
５
月
の
各
請

求
分
も
、
そ
れ
ぞ
れ
１
か
月
遅
れ

る
見
込
み
で
す
。

問
本
庁
舎
水
道
部
☎
㉗
３
２
２
１

左
記
ま
で
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。
な

お
、
調
査
員
が
現
地
を
巡
回
し
た

際
に
、
直
接
依
頼
さ
れ
て
も
結
構

で
す
。

問
本
庁
舎
課
税
課
☎
内
2
１
３
０

・
２
１
３
１
・
２
１
３
２

　　　　
震
災
に
便
乗
し
た
悪
質
商
法
や

詐
欺
が
市
内
で
発
生
し
て
い
ま
す
。

政
府
関
係
者
や
市
役
所
の
職
員
を

名
乗
り
寄
付
を
要
求
し
た
り
、
お

墓
や
被
災
住
居
の
修
繕
を
行
う
か

ら
と
前
金
を
受
け
取
り
、
逃
げ
る

詐
欺
な
ど
が
発
生
し
て
い
ま
す
。

　
不
審
と
思
わ
れ
る
要
求
が
あ
っ

た
場
合
は
す
ぐ
に
警
察
に
通
報
す

る
よ
う
に
お
願
い
し
ま
す
。　

⃝
通
報
先
　
白
河
警
察
署
生
活
安

全
課
☎
㉓
０
１
１
０

　
震
災
に
よ
り
、
次
の
よ
う
な
世

帯
を
対
象
に
上
・
下
水
道
料
金
が

減
免
さ
れ
ま
す
。

《
家
屋
の
全
壊
・
半
壊
の
被
害
世

帯
》

　
３
月
請
求
分
・
５
月
請
求
分
ま

た
は
４
月
請
求
分
を
、
免
除
し
ま

案
内

震
災
に
便
乗
し
た
悪
質
商
法

や
詐
欺
に
ご
注
意
く
だ
さ
い

建
物
被
害
認
定
調
査

上
・
下
水
道
料
金
減
免

白河市東日本大震災産業復興資金貸付基金短期貸付制度
　市では、３月11日に発生した地震により被災または被害等を受けた中小企業
者、農業者を対象に、震災復興資金の短期貸付を行う「白河市東日本大震災産
業復興資金貸付基金条例」を制定しました。

固定資産税の納期限延長のお知らせ
　市では、この度の震災による納税者への影響等を考慮し、固
定資産税の納期限を延長する措置を講じることにしました。
　このため、例年４月10日ごろに発送している納税通知書につ
いては、約２か月後の６月10日ごろに発送する予定です。

税　　目 期　別 当初の納期 延長後の納期

固定資産税 第１期 ５月２日㈪ ６月30日㈭
第２期 ８月１日㈪ ８月31日㈬

⃝納付書で納付される方へ
　納付書で全期前納をされる方は、全期前納の納付書は使用でき
ませんので、第１期から第４期の納付書で納付してくださるよう
お願いします。
⃝口座振替利用者の方へ
　口座振替による振替日が第１期は６月30日、第２期は８月31
日となります。
　また、全期前納の方については、納期限が６月30日になります。
⃝土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿の縦覧
　納期限延長に伴い、縦覧期間を４月１日から５月２日としたも
のを、４月１日から６月30日までとします。

納期限の延長

問本庁舎課税課　内2130・2131・2132

対象区分 中小企業者 農業者

対象者
市内に事業所を有し、同一事業
を１年以上営んでいる方で、金
融機関等に融資申し込みを行っ
た方

市内の農業者で、原発事故に係
る補償を受けるまで、農業経営
持続に短期資金を必要とする方

貸付額 100万円以内 100万円以内

貸付申請

⃝貸付申請書
⃝貸付金返還計画書
⃝金融機関融資申込書写

⃝貸付申請書
⃝貸付金返還計画書
⃝減収となることが明らかとな
る書類

貸付金の返還 貸付から原則１か月 原発事故に係る補償を受けた時

問い合わせ先 本庁舎商工観光課商工労政係
内2211・2212

本庁舎農政課農業振興係　
内2224・2225


